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調整という話になるので、もう少し先でないとなかなか見通せないと考えている。 

 

○ 従来、都道府県あるいは市町村レベルが担っていた行政需要がどのように変化し、そ

れにどう応えるかという問題と、ナショナルミニマム的な政策が都道府県や市町村レベ

ルでは実際は格差があるという話を認識して、そのばらつきをどう平準化するのか、と

いう話が混在しているのではないか。 

 

○ 行政需要がこれから先に変わっていくことが予想され、財源もない中でどのように手

当てしていこうか自治体が悩んでいるところに、国から事務を下ろされても困るのでは

ないか。２つを同時に議論すると色々調整がつかないところが出てくるのではないか。 

 

○ 現在の都道府県と市町村の仕事の役割分担のあり方、または国と地方との関係のあり

方を固定的に見るというよりも、２０４０年に起こっている各行政分野の状況を見た上

で、どういう主体がどのような形で取り組むのが、国の行政サービスの提供体制全体と

してより適切なのかということを考えていきたいと思っている。 

 

○ そういう意味では、今は国の仕事であっても、自治体がその受け皿としてより適して

いるのであれば、そのように考えていくことはあり得るのではないか。ただ、財源だけ

でなく人についてもそもそも確保できるのか、というリソースの問題はもちろんあるの

で、そこは多面的に考えないといけないのではないか。 
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会（平成２９年度） 

（第３回）議事要旨 

 

１ 日 時  平成２９年１２月２６日（火）１７：００～ 

 

２ 場 所  （一財）自治総合センター 大会議室 

 

３ 出席者  大西 楠・テア 専修大学 法学部 准教授 

       興津 征雄   神戸大学大学院 法学研究科 教授 

片桐 直人   大阪大学大学院 高等司法研究科 准教授 

瀬田 史彦   東京大学大学院 工学系研究科 准教授 

寺田 麻佑   国際基督教大学 教養学部 准教授 

原田 大樹   京都大学 法学系（大学院法学研究科） 教授 

福元 健太郎  学習院大学 法学部 教授 

  

４ 議 題  ・町村議会のあり方に関する研究会の概要 

       ・統一地方選を用いた自然実験 

 

５ 概 要   

 

町村議会のあり方に関する研究会の概要 

 

（事務局から資料に基づき説明） 

 

○ 議員のなり手不足の示唆として、資料１の３ページで、無投票当選団体数の割合が示

されているが、あまり高い割合には思えない。昔は事前に立候補する人を住民間で調整

するようなこともあったと思われるので、以前からこのくらいの割合だったのではない

か。 

 

○ また、議員の仕事については、例えば住民と交流するなど、議場の中よりもむしろ外

にあるという感覚があるのだが、そうした活動が行いやすくならなければ、開催日が短

くなったとしても、議員としての本来の仕事は果たせないのではないか。 

 

○ 小規模市町村の議会をはじめとしたさまざまな地方公共団体の議会から議員のなり手

が不足しているという声が上がっているところであり、課題を抱えているところは多い

と考えられる。 

 

○ 議員のなり手不足の解消については、議員報酬のあり方も論点であり、議員報酬を引
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統一地方選を用いた自然実験 

 

（福元構成員から資料に基づき説明） 

 

○ データは、統一地方選挙のものと、それ以外の選挙を比較しているのか。 

 

○ ２００３年４月に統一地方選挙を実施した市町村と、実施していない市町村を比較し

ている。ただ、統一地方選挙は実施していない場合でも、同じ年に他の選挙を実施して

いることはあり得る。 

 

○ 発表では、昭和の大合併の時期に統一地方選挙の時期から外れたところが多いとのこ

とであった。昭和の大合併自体は小規模自治体でかなりたくさん行われている気がする

が、そこは統一地方選挙がランダムに行われているという処理に影響はないのか。 

 

○ 合併をすると即座に統一地方選挙の時期から外れるわけではなく、例えば、昭和３０

年４月前後に多くの市町村が合併をしているが、昭和３０年４月は統一地方選挙の時期

であり、外れないことが多々あった。 

 

○ 政治的予算循環の話があったが、地方債や交付税などのこれらの項目はそもそも裁量

的に措置ができるものなのか。 

 

○ 基本的には難しいのではないか。補助金などについては各省の判断ということにはな

るのではないか。 

 

○ 他に統一地方選で説明できそうなこととしていくつか挙げられていたが、おそらく都

市計画の決定と選挙に相関があるかということかと思うが、土地関係の制度や農地転用

といったものは、長や議員以外の要因が関わる部分も大きく、印象としてだが、相関は

ないのではないか。 

 

○ 政治的予算循環の話は他の国でも例はあるのか。 

 

○ 同じ枠組みのものでも複数論文はあり、それ以外も含めると非常に多く論文が出てい

る分野である。色々議論もあるが、基本的には認められている内容である。 

 

○ 選挙の年は骨格予算になることもあり、その前年にできることをやってしまうという

意味で、投資的経費が増えることはあり得る。地方債についても投資的経費とセットな

ものであるので、同じ年に集中的に充てることもあり得るのではないか。また、それは

選挙のためというよりも、翌年が骨格予算であるためということも考えられるのではな

いか。 
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会（平成２９年度） 

（第４回）議事要旨 

 

１ 日 時  平成３０年１月１９日（金）１７：００～ 

 

２ 場 所  （一財）自治総合センター 大会議室 

 

３ 出席者  大西 楠・テア 専修大学 法学部 准教授 

       興津 征雄   神戸大学大学院 法学研究科 教授 

片桐 直人   大阪大学大学院 高等司法研究科 准教授 

瀬田 史彦   東京大学大学院 工学系研究科 准教授 

寺田 麻佑   国際基督教大学 教養学部 准教授 

原田 大樹   京都大学 法学系（大学院法学研究科） 教授 

福元 健太郎  学習院大学 法学部 教授 

  

４ 議 題  ・憲法改正のうごきと「地方自治」 

       ・特区と規制緩和 

 

５ 概 要   

 

憲法改正のうごきと「地方自治」 

 

（片桐構成員から資料に基づき説明） 

 

○ 広域的な地方公共団体については、おそらく法律で定めることになると思うが、それ

はつまり、現在合区の地域が合区でなくなるかどうかは改正草案が実現するだけでは分

からないのではないか。 

 

○ アメリカでは、住民の総意がなければ、市町村は設立されず、そのため、unincorporated 

area という地域があるのだが、日本においては、現行憲法上で市町村がない状態は想定

できるものなのか。 

 

○ 深く考えたことはないが、現行憲法上は、地方公共団体が全くない地域というのは想

定されないのではないか。地方自治が保障されているということは、全ての領域におい

て何らかの地方公共団体がないといけないと考えられるのではないか。 

 

○ 個人を出発点として考えると、地方公共団体をつくらない自由や属さない自由を認め

る必要があるかと思うが、現行憲法も改正草案もそうなっていないということは、団体
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